
 

 

 ３．２．14 防災・メンテナンス基盤研究センター 

社会資本等の維持管理効率化・高度化のための情報蓄積・利活用技術の開発 
Research and development on the use of ICT for advanced and efficient infrastructure maintenance 

（研究期間 平成25～28年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター              情報研究官 金藤 康昭 
道路研究部 道路環境研究室             室   長   井上 隆司 

  研 究 官    神田 真由美 
 下水道研究部 下水道研究室  室   長    小川 文章 
   研 究 官   末久 正樹 
 建築研究部 建築品質研究官  鹿毛 忠継 
 建築研究部 構造基準研究室 主任研究官    根本 かおり 
 住宅研究部 住宅ストック高度化研究室  室   長    眞方山 美穂 
 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課   課   長    山口 達也 
                主任研究官    杉田 泰俊 
防災・メンテナンス基盤研究センター メンテナンス情報基盤研究室  室   長    重高 浩一 
  研 究 官    谷口 寿俊 

［研究目的及び経緯］ 

 本研究は、住宅・社会資本の効率的な維持管理・長寿命化、安全や環境面の高度化を目的として、施設情報の利活用 

技術（方策）及び施工・維持管理・更新等の各段階で必要な施設情報を収集・蓄積・管理するための技術開発を行うも 

のである。 

 本年度は、住宅・社会資本の設計、施工、維持管理、更新の各段階において必要な施設情報の検討、現場実態の調査、

課題の整理、技術検証等を行った。各分野における実施内容は以下のとおりである。 

 ①計画段階における道路整備による二酸化炭素排出量の把握のための検討、②下水道事業者へのヒアリング等を通じて

管渠情報管理に関する実態調査、③外壁診断装置等の診断精度の実証と必要となる診断精度の検討、④出来形管理、品質

管理項目についての検討 

 

 

インフラ被災情報のリアルタイム収集・集約・共有技術の開発 
Development of a system for early confirmation of mega-disaster damage 

（研究期間 平成26～30年度） 

防災・メンテナンス基盤研究センター 情報研究官 金藤 康昭 
       国土防災研究室 室   長 松本 幸司 

 主任研究官 長屋 和宏 
       メンテナンス情報基盤研究室 室   長 重高 浩一 
河川研究部 水害研究室 主任研究官 山本 晶 
土砂災害研究部 土砂災害研究室 主任研究官 松下 一樹 
 

［研究目的及び経緯］ 

東北地方太平洋沖地震や台風や豪雨等による災害対応の経験、南海トラフ地震や首都直下地震の発生リスク、気候変

動に伴う豪雨災害・土砂災害の頻発・激甚化など、大規模、広域、突発的な自然災害に対して、インフラ等の被災情報

を如何に早く、確実に収集・集約・共有できるかどうかが人命を守る上で非常に重要な課題となっている。そこで、lCT
や衛星画像処理技術を活用しながらリアルタイムでの被災予測や広域的な情報収集・分析技術の開発を進め、災害直後

の｢情報空白時間｣を可能な限り排除し、迅速な救急救命活動等の支援を実現する。 
26 年度は、｢情報分析・意思決定支援システムの開発｣として、災害対応の時系列と意思決定の関係、インフラ施設被

災等に関する情報の扱いおよび情報システムの現況を整理した。また、災害時に各種の災害情報を分析し、確度の低い

予測・推計情報から時間経過に伴い精度・信頼性が担保された情報へ補完・統合する手法を検討した。 
さらに、｢航空機搭載小型SAR 等による災害対応手法の開発｣として、各種SAR などより画像を取得する観測計画の

立案を支援するシステムについての検討、航空機 SAR 画像から崩壊跡地等の判読支援を行うプロトタイプシステムの

構築、｢センサー等による被害推定手法の開発｣として、既存CCTV カメラをセンサーとして活用するにあたっての仕様

などの整理、画像と 3D モデルの重ね合わせによる定量的な被害評価のための原理と要素技術の調査を実施するととも

に課題の抽出をおこなった。 
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維持修繕工事の新たな積算手法に関する研究 
Research on the estimation technique for maintenance and repair works of social infrastructures 

（研究期間 平成25～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 課   長 山口 達也 

 主任研究官 山口 武志 

 主任研究官 杉田 泰俊 

                                   研 究 官 桜井  真 

                                   交流研究員 大山 憲英 

［研究目的及び経緯］ 

維持修繕工事は、多種多様な工種を含んでおり、積算の労力が大きいこと、応札者との単価の乖離、積算基準が確立されて

いない等、課題が多いため、簡素で現場実態にあった単価を機動的に設定するなど、新しい積算手法が必要となっている。 
維持修繕工事に着目した合意率等の傾向分析として 平成２３～２５年度に国土交通省及び沖縄総合事務局が総価契約単価

合意方式により発注、契約した工事における５工事種別（①一般土木工事、②アスファルト舗装工事、③橋梁上部工事、④プ

レストレスト・コンクリート工事、⑤維持修繕工事）より、主要な２０細別を抽出し、施工数量や施工場所、応札者数等の観

点から、合意単価と積算単価の比較分析を行った。 
 
 
 

維持修繕工事における監督・検査等に関する研究 
Research on the Supervision, Inspection, etc. for the Maintenance and Repairing Works 

（研究期間 平成26～28年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 課 長 山口 達也 
                                 課 長 補 佐 市村 靖光 
 施工管理技術係長 髙野 佳明 

 交 流 研 究 員 遠藤 健司 
［研究目的及び経緯］ 

維持修繕工事での既設構造物の補修・補強等は、新設工事とは異なる工事内容であり、従来の監督・検査では、品質確保を

図る上で様々な課題等がある。 
本研究は、工事目的物の品質確保の上で必須となる監督・検査項目等について新規項目の追加やリバイスの必要性などを検

討し、維持修繕工事における品質確保向上のため、新たな監督・検査技術基準等を提案することを目的とする。 
本年度は、既設構造物の補修・補強等において、従来の監督・検査における確認（検査）手法や確認（検査）項目について、

各地方整備局等の維持修繕工事監督・検査担当者にヒアリングを行い、課題を整理した。 

また、過年度に完成した維持修繕工事の工事成績評定結果を集計し、一般土木や鋼橋上部など他工事の成績評定結果と比較

した結果、維持修繕工事の評定点が低い傾向を示しており、特に考査項目細別毎では出来形や品質の項目で評価が低いことが

顕著であったため、その要因についてデータの蓄積と分析を継続して検証することとした。 
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維持管理の業務特性を踏まえた調達手法のあり方に関する研究 
Reasearch on how to supply maintenance service baced on various characteristic conditions of social infrastructures 

（研究期間 平成26～28年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課        課   長 山口 達也 
 主任研究官 山口 武志 
 研 究 官 桜井  真 
 交流研究員 大山 憲英 
［研究目的及び経緯］ 

 維持修繕工事では、多種多様な施工条件や施工内容を有するため、効率的・合理的な積算の確立が求められている。そのた

め、新設工事をベースとした現行の積算体系に維持修繕工事の実態が考慮された体系を追加していくことが必要となる。本調

査では、今後の積算体系の見直しに資するため、維持修繕工事の積算事例等を収集し、既往の積算体系と関連づけて工事工種

体系の提案を行うものである。今年度は、発注時に見積を徴集して積算を行った工事の工事発注関連資料を収集・整理するこ

とにより体系の検討を行った。 

 
 
 

リスクマネジメントの観点を組み込んだ維持管理の持続性向上手法に関する研究 
Research on improving sustainable maintenance methods considering risk management 

（研究期間 平成26～27年度） 

防災・メンテナンス基盤研究センター                   建設マネジメント研究官 小橋 秀俊 

 建設システム課 課   長 山口 達也 

 主任研究官 杉田 泰俊 

                                 研 究 官 高野  進 

［研究目的及び経緯］ 

社会資本の老朽化が深刻な問題と認識されるなかで、各社会資本分野で長寿命化計画が策定され、点検・対策・データベー

ス等の維持管理の実行手段の検討も具体的に進んでいる。今後はいかに実行手段を維持管理業務に組み込んで、PDCAサイクル

を持続的に展開させるか、管理対象施設に致命的なリスクを生じないようにするかといったマネジメント手法の進化が求めら

れている。 

今年度は社会資本3分野（道路橋梁、河川築堤護岸、下水道管路）の維持管理の実態把握を行い、現行の維持管理業務のマ

ネジメントの課題抽出を行うとともに、課題に対して改善策を示唆する事例（海外、国内民間の先進事例等）の整理を行った。 

なお、詳細については、「２．プロジェクト研究」P68を参照のこと 
 
 

公共工事の環境負荷低減に関する調査 
Study of public works project environmental load reduction 

（研究期間 平成14年度～） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課                  課   長 山口 達也 
       課長補佐 市村 靖光 
                          研 究 官 高野  進 
［研究目的及び経緯］ 

本調査は、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）に基づく「環境物品等の調達の推進に関

する基本方針」に定める「特定調達品目」のうち、公共工事で調達する品目を選定するために、民間等から提案された品目の

分類・評価において技術的な検討を行ったものである。今年度は、策定から10 年近くが経過している「グリーン購入法の公

共工事の技術評価基準（案）」について、環境基準の改正やリサイクル技術の動向等を踏まえつつ、一部定性的表現の内容見直

しを行い、改定案を作成した。本調査の成果は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成27年2月3日一部変更閣

議決定）」に反映された。 
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公共土木工事の積算手法に関する調査検討 
Research on the estimation technique of a public works 

（研究期間 平成21年度～） 
防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 課   長 山口 達也 

 主任研究官 山口 武志 

                                   研 究 官 桜井   真 

 研 究 官 永島 正和 

                                   交流研究員 中原 敏晴 

                                   交流研究員 大山 憲英 

［研究目的及び経緯］ 

本調査では、公共工事の新たな積算方式として平成２４年１０月から一部工種において試行運用を開始している施工パッケ

ージ型積算方式の適正な運用に向けて、工事の合意単価及び応札者単価のデータを収集して一元管理するために国土技術政策

総合研究所サーバに構築されている積算実績データベース（以下「積算実績 DB」という。）システムの一部改良を行うとと

もに、施工パッケージ単価の経年変化を確認するためのモニタリング手法について検討した。また、積算実績DB システムを

用いて国土交通省において実施した工事の設計書データを用いて各種工事コストに関する統計処理を行った。 

 

 

 

積算改善検討 
Research on advanced cost estimation system 

（研究期間 平成21年度～） 
防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 課   長 山口 達也 

 主任研究官 山口 武志 

                                   研 究 官 桜井   真 

 研 究 官 永島 正和 

                                   交流研究員 中原 敏晴 

                                   交流研究員 大山 憲英 

［研究目的及び経緯］ 

国土交通省は、積算の合理化や多様な入札契約方式の導入の取り組みを進めてきている。これに資するため、本調査におい

ては、平成２３年度に積算効率化を目的とした新しい積算方式『施工パッケージ型積算方式』を提案し、３工事区分（舗装、

道路改良、築堤・護岸）の主要工種に６３の施工パッケージについて標準単価・積算基準等を整備し、平成２４年１０月から

試行を開始した。平成２５年１０月には、６工事区分（道路維持、道路修繕、河川維持、河川修繕、砂防堰堤、電線共同溝）

の主要工種に１４６の施工パッケージを追加した。 
平成２６年度は、さらなる適用工種拡大に向けて２３工種１０３歩掛について検討・分析を行うとともに、試行中の施工パ

ッケージの一部見直しの検討を行った。 
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建設コンサルタント業務成果の品質確保に関する検討 
Study of the improvement of the detail design quality control 

（研究期間 平成21～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課    課   長 山口 達也 
 課長補佐 市村 靖光 
 研 究 官 高野  進 
 交流研究員 遠藤 健司 
［研究目的及び経緯］ 

 近年、「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」が施行され、設計・施工の品質確保のため、より

一層の効率化・省力化が求められており、国土交通省では、建設生産システムの中でも上流段階に位置し、成果が事業全体の

品質やコストに大きく影響を及ぼす設計業務において、受発注者がお互いの役割を確実に履行するための品質確保対策の検討

を行っている。本調査ではその一環として、「詳細設計照査要領」(平成11年度改訂版)について、設計基準との整合を図ると

ともに、既往のミス・不具合事例と関連づけて、同様の間違いを防止するという観点での改訂を行うものである。今年度は、

設計件数の多い築堤護岸を対象に、実際に発生した不具合事例に関して、工種ごとに発生要因等の傾向を整理するとともに、

発生頻度の高いものや工程への影響が大きいものについて、「詳細設計照査要領」との関連性を分析し、照査項目の追加や照

査内容の詳細化等の検討を行った。 

 

 

 

河川工事における総合的なコスト構造改善の評価に関する調査 
Investigation for evaluation of the integrated cost structure improvement in river works 

（研究期間 平成23～29年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 課 長 山口 達也 
                              課 長 補 佐 市村 靖光 
                                                                       施工管理技術係長 髙野 佳明 
  交 流 研 究 員 遠藤 健司 
 

［研究目的及び経緯］ 

河川行政では、これまでのコスト縮減の取り組みに加え、行き過ぎたコスト縮減は品質の低下を招く恐れもあることからコ

ストと品質の両面を重視する取り組みとした「国土交通省公共事業コスト構造改善プログラム」（平成20年度～平成24年度）

（以下「改善プログラム」という。）に基づき、平成20年度から5年間で、15％（平成19年度比）の総合コスト改善を目標と

した「総合的なコスト構造改善」に取組んでいる。平成24年度の総合コスト改善率は、国土交通省・関係機構等合計で、11.7％

の低減、物価変動等を含めた改善率は7.4％の低減となっており、平成25年度以降も目標に向けて取り組んでいるところであ

る。一方で、行き過ぎたコスト縮減は工事品質の低下を招く恐れがある。 

本研究では、我が国の建設コストの実態評価に資するため、諸外国との建設コストについて比較検証を行った。 
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関東管内土木工事の積算体系に関する検討調査 
Research on the estimation system of the public works in the Kanto area 

（研究期間 平成21年度～ ） 

防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 課   長 山口 達也 

 主任研究官 山口 武志 

                   研 究 官 桜井  真 

 研 究 官 永島 正和 

                      交流研究員 中原 敏晴 

                     交流研究員 大山 憲英 

［研究目的及び経緯］ 

国土交通省は、積算の合理化や多様な入札契約方式の導入の取り組みを進めてきている。これに資するため、本調査におい

ては、平成２３年度に積算効率化を目的とした新しい積算方式『施工パッケージ型積算方式』を提案し、３工事区分（舗装、

道路改良、築堤・護岸）の主要工種に６３の施工パッケージについて標準単価・積算基準等を整備し、平成２４年１０月から

試行を開始した。平成２５年１０月には、６工事区分（道路維持、道路修繕、河川維持、河川修繕、砂防堰堤、電線共同溝）

の主要工種に１４６の施工パッケージを追加した。 
平成２６年度は、さらなる適用工種拡大に向けて２３工種１０３歩掛について検討・分析を行うとともに、試行中の施工パ

ッケージの一部見直しの検討を行った。 
 
 
 

関東管内道路工事における総合的なコスト構造改善の評価に関する調査 
Investigation for evaluation of the integrated cost structure improvement in road works of the Kanto regional bureau 

（研究期間 平成23～29年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 課 長 山口 達也 
                              課 長 補 佐 市村 靖光 
  施工管理技術係長 髙野 佳明 
  交 流 研 究 員 遠藤 健司 
［研究目的及び経緯］ 

道路行政では、これまでのコスト縮減の取り組みに加え、行き過ぎたコスト縮減は品質の低下を招く恐れもあることからコ

ストと品質の両面を重視する取り組みとした「国土交通省公共事業コスト構造改善プログラム」（平成20年度～平成24年度）

（以下「改善プログラム」という。）に基づき、平成20年度から5年間で、15％（平成19年度比）の総合コスト改善を目標と

した「総合的なコスト構造改善」に取組んでいる。平成24年度の総合コスト改善率は、国土交通省・関係機構等合計で、11.7％

の低減、物価変動等を含めた改善率は7.4％の低減となっており、平成25年度以降も目標に向けて取り組んでいるところであ

る。一方で、行き過ぎたコスト縮減は工事品質の低下を招く恐れがある。 

本研究では、我が国の建設コストの実態評価に資するため、諸外国との建設コストについて比較検証を行った。 
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関東管内土木工事における設計成果の品質確保に関する検討 
Study on the improvement of detailed design quality control of public works in the Kanto area 

（研究期間 平成24～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課    課   長 山口 達也 
 課長補佐 市村 靖光 
 研 究 官 高野  進 
 交流研究員 遠藤 健司 
［研究目的及び経緯］ 

 近年、「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」が施行され、設計・施工の品質確保のため、より

一層の効率化・省力化が求められており、国土交通省では、建設生産システムの中でも上流段階に位置し、成果が事業全体の

品質やコストに大きく影響を及ぼす設計業務において、受発注者がお互いの役割を確実に履行するための品質確保対策の検討

を行っている。本調査ではその一環として、「詳細設計照査要領」(平成11年度改訂版)について、設計基準との整合を図ると

ともに、既往のミス・不具合事例と関連づけて、同様の間違いを防止するという観点での改訂を行うものである。今年度は、

設計件数の多い道路、橋梁を対象に、実際に発生した不具合事例に関して、工種ごとに発生要因等の傾向を整理するとともに、

発生頻度の高いものや工程への影響が大きいものについて、「詳細設計照査要領」との関連性を分析し、照査項目の追加や照

査内容の詳細化等の検討を行った。 
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A Study on Effects to Socio-economic Activities by Snow Removal on Roads 

24 26  
 

   
Research Center for the Land and Construction Head Shigeharu KITAMURA 
Management, Construction Economics Division   

Senior Researcher Norimichi TAKEMOTO 
  

Senior Researcher Akira TAJIMA 
 

In order to make sustainable development in Japan, it is necessary to reduce the socio-economic 
influences of snowfall and to mitigate the handicap in winter in regions of snowfall and low temperature. 
This research is to investigate and consider the influences to road traffic and socio-economy in order to 
contribute to effective and efficient snow removal program.  
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Study on the social system of economic supports for housing supply and management businesses 
by non-profit organizations 

 
   

 Senior Researcher Fumitake MENO 
Research Center for Land and Construction Management 
Construction Economics Division 

 
This study aims to examine the economic support system for non-profit organizations (NPOs) which 

execute social businesses of housing supply and management. Housing businesses by NPOs such as 
supply of new apartment houses and support for living in these houses are mainly given to elderly and 
other distressed people. Many kinds of housing projects have implemented, but profits from each 
project are not enough and businesses rely on the social security system. For sustainable 
management of these housing projects, fundraising systems from citizens, private enterprises, and 
public sectors are necessary. 
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A study on socio-economic effects of public capital stock by macroeconomic model 

    
    
    

 

 
 
 
 

Research on public awareness of potential roles and effectiveness of public capital  
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Research on the appropriate method of temporary housing supply allowing for social and economic costs 
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A Study on Effects to Socio-economic Activities by Road Construction   

   
   

A study on evaluation of impacts of regional vitalization 
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構造物保全工事の調達方法改善に関する研究 
Research on improvement of the procurement for the structural repairing and reinforcement works 

（研究期間 平成 26 年度） 
 
防災・メンテナンス   室長    森田 康夫 
基盤研究センター   Head    Yasuo MORITA 
Research Center for Land   主任研究官   大平 和明 
and Construction Management Senior Researcher  Kazuaki OHIRA 
建設マネジメント技術研究室  研究官    大野 真希 
Construction Management Division  Researcher   Masaki ONO 
       交流研究員   山地 伸弥 
     Guest Research Engineer Shinya YAMAJI 

 
This research was conducted to sort out the problems occurring during structural repairing and 

reinforcement design and works, to summarize the result of tender and the contracts related with these 
design and works, and to analyze those relations. Appropriate tender and contract methods were 
studied as the result of the research. 
 
［研究目的及び経緯］ 

近年、社会資本ストックの急激な老朽化対

策として、戦略的な維持管理・更新を推進す

るために、長寿命化計画の策定や予備的な修

繕及び計画的な更新等、必要となる施策の確

実な実施に向けた取り組みが進められている。 

このインフラの老朽化対策として、維持管

理を適切に進めるために、構造物の補修・補

強設計並びに工事に適した調達システムに関

する検討が必要となった。 

本研究では、対策が急がれている構造物（道

路橋）を対象として、不調・不落の発生や工

事発注後の大幅な設計変更、専門的技術や知

識の不足による施工不良等、補修・補強設計

並びに工事で顕著に見られる課題を整理し、

各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄

総合事務局で実施された、構造物（道路橋）

の補修・補強設計並びに補修・補強工事の入

札・契約の実施結果を集計整理した上で、そ

の関連性について整理を行い、構造物の補

修・補強設計並びに工事に適した入札・契約

手法の検討を行った。 

 
［研究内容及び成果］ 

1.構造物（道路橋）の補修・補強設計並びに

工事における課題の整理 

 構造物（道路橋）の補修・補強設計並びに工事にお

ける課題について、「ア）不調・不落の発生状況」、「イ）

契約後の大幅な設計変更の状況」、「ウ）専門的技術や

知識の不足による設計並びに施工不良の状況」、「エ）

課 題 施工者 設計者 発注者 

ア）不調・不落 ①官積算と乖離 

・メインとなる構造物が少ない

・設計変更が認められにくい工

種が多い 

①官積算との乖離 

・協議事項が多く負担 

・資料整理が負担 

①工事特性 

・歩道橋の補修工事で不調・不

落が懸念 

・年度末は技術者不足 

②工事特性 

・工区が複数の管轄に点在 

・協議未了の場合（工期遅延の

可能性大） 

②業務特性 

・年度末発注(工期が短い) 

・対象橋梁数が多い場合、打合

せ頻度が多い 

②配慮事項 

・発注ロットの大型化 

・鋼橋上部発注（参加者確保）

・地域要件（本支店所在縛りは

しない） 

③交通誘導員不足 － － 

イ）大幅な設計変更 ①設計図書との乖離 

・任意仮設は変更とならない － 

①設計変更 

・必要な変更は工事完了まで対

応 

②契約変更の状況 

・適切に変更されれば参加しや

すい 

－ 

②設計精度 

・現地確認を確実にすることで

変更を防止 

ウ）専門技術・知識不足

による設計施工不良 

①高度な専門補修工事 

・主構造、防食・疲労亀裂対策

・コンクリート床版、縦桁補強

は難易度高い 

・長大橋、特殊橋梁（トラス、

アーチ、吊橋） 

①高度な専門補修設計 

・主構造、防食、疲労亀裂対策 

・伸縮装置の交換 

・地元企業が施工する場合、ア

ドバイザーを配置の仕組み

が必要 

①発注時の工夫 

・工種が多岐にわたる 

・歩道橋の塗装・舗装補修 

・不良・不適格者参入の懸念 

設
計
と
施
工
の
連
携
を
図
る
た
め
の
仕
組
み
・
方
法 

①設計の受注者

が工事段階で

関与する仕組

み 

○留意事項 

・補修設計期間等で施工者の手

待ち増加懸念 

○留意事項 

・工期がタイト 

・手持ち業務制限 

・足場の安全管理 

・設計者・施工者の責任分担の

明確化 

○留意事項 

・修補または別設計発注で対応

は可能 

・ニーズはある（図面通りの施

工をする業者も多い） 

②設計と工事を

一括して発注

する方法 

○留意事項 

・施工者側で設計を出来る実務

者の確保 

○留意事項 

・JR 跨線橋、斜張橋のケーブル

交換等特殊 

○留意事項 

・施工者は報告書をまとめるの

が苦手 

・施工者のみで実施する例もあ

り 

③工事の受注者

が設計段階か

ら関与する仕

組み 
－ 

○留意事項 

・点検・診断で損傷状況が把握

できる橋梁が対象 

・設計者・施工者の責任分担 

○留意事項 

・500m 以上長大橋 

・補修方法が決まらないと予算

要求できない 

・施工者の設計照査が軽減され

るメリット大 

④設計者、施工者

以外の第三者

を活用する仕

組み 

（PM 手法の活用）

－ － 

○留意事項 

・公益法人活用 

・全て PM で対応困難 

 

表－1 構造物（道路橋）の補修・補強設計並びに工事における課題
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設計と施工の連携を図るための仕組み・方法」

の 4 項目を基本として整理及び聞き取り調査

を行った結果の総括を表－1 に整理した。 

 

2.構造物（道路橋）の補修・補強設計並びに 

工事の入札・契約の実施結果の集計・整理 

 平成 25 年度に地方整備局等が契約した構

造物（道路橋）の補修・補強設計並びに工事

の入札・契約の集計結果から、課題の傾向が

確認された内容について表－2 に整理した。 

 上記の集計・整理にあたっては、「ア）不調・

不落の発生状況」、「イ）契約後の大幅な設計

変更の状況」、「ウ）専門的技術や知識の不足

による設計並びに施工不良の状況」に関する

課題の状況と発注条件の関係性を集計・整理

した。補修・補強工事では、「縦桁補強」、「鋼

桁補修」、「落橋防止システム」に関する補修

が含まれる工事で、参加要件を専門工種（鋼

橋上部）とする選択が比較的多い傾向にある。 

 

3.構造物（道路橋）の補修・補強設計並びに 

工事の発注図書の整理 

 前述の 1．及び 2．で整理した構造物（道路

橋）の補修・補強設計並びに工事の入札・契

約における課題とその傾向を踏まえ、「①競争

参加資格（参加要件）」、「②総合評価（加点要

件）」、③条件の明示・設計変更に係る条件の

明示」の 3 項目を基本として、構造物（道路

橋）の補修・補強設計並びに工事に適用する

発注図書における具体的な記載内容に関する

整理を行った。その結果を表－3 に示す。 
 補修・補強設計の同種実績の設定を構造に

関する条件（工種・部位等）とすることや、

工事では、難易度の高い工法や制約条件（交

通規制等）を踏まえた同種実績を設定するこ

とを明記した。いずれの場合においても、要

件を満たす技術者が少ない場合は、要件緩和

を検討することとしている。 
 
［成果の活用］ 

 本研究の成果を基礎として、構造物の補

修・補強設計並びに工事に適した入札・契約

手法について、工種毎や構造物毎に更に幅広

く検証し、課題を整理したうえで、地方整備

局等や地方自治体で運用しやすい制度の構築

を進めていく。 

表－2 補修・補強設計並びに工事における課題の傾向

 補修・補強設計 補修・補強工事 

①競争参

加 資 格

（参加要

件） 

技術的難易度に

応じた工事種別

の選択 

  難易度の高い補修・補強が含まれる工事

は、「鋼橋上部」や「PC」等の専門工種

で発注 
企 業 に

求 め る

資格、同

種実績 

資格 （競争参加資格要件において企業の資格は求めない） 

同種 

実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務内容 

 必要に応じて、点検・診断業務の実績を

付加 
構造 

 工種・部位等の条件を設定 
・既設道路橋における主桁、横桁又は床版

の修繕設計の実績 

・RC 構造における橋台及び橋脚の耐震補

強設計の実績 

規模 

 原則設定しない 
（長大橋の補修・補強設計の合は例外） 

工法 

 工法選定は設計の中で行うため、施工実

績の多い工法で設定し競争性を確保 
 

 

構造・形状 

 鋼橋上部、PC、橋梁下部などの工種を指

定 
・鉄筋コンクリート構造物の防食工事の施

工実績 

・道路における鋼橋の補修工事の施工実績

規模 

 原則設定しない 
（長大橋の補修・補強設計の合は例外）

工法 

 難易度の高い補修・補強が含まれる場合

は、当該工法の施工実績を設定 
・橋梁の鋼製の支承取替工の施工実績 

・道路橋のうち鋼橋主要部材の疲労亀裂補

修工事の施工実績 

制約条件 

 当該発注工事における制約条件を考慮の

上、条件を設定 
・車線数が 2 車線以上の道路で、交通規制

を伴った橋梁補修、補強又は新設工事の

施工実績 

・鉄道上（営業中）の工事の施工実績 
 

配 置 技

術 者 に

求 め る

資格、同

種実績 

資格  従来設定している資格要件に加えて、「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に関

する技術者資格登録規定（第 1 回登録：平成 26 年度）」に基づく民間資格等の活用を積極

的に検討 
・道路橋点検士 ・構造物診断士（一級） ・コンクリート構造診断士 

・プレストレストコンクリート技士 ・コンクリート診断士 
 

同種 

実績 

 企業に求める同種実績と同様の考え方で設定するものの、要件を満たす技術者が少ないこ

とが見込まれる場合は、要件緩和を検討 
②総合評

価（加点

要件） 

 

総合評価におけ

る評価項目 

 

 設定している評価項目に加えて、「施工計

画」に関する技術提案を求めることも検

討 

 工事で行う施工方法に関する技術提案を

求めることが原則。 

③条件の

明示 

 

設計変更に係る

条件の明示 

 補修・補強設計の発注に際し、発注者は

設計業務の与条件と成り得る現有情報の

整理を行い、特記仕様書に明示の上で業

務に必要な設計条件等について受発注者

間で確認 

 契約書に基づき、以下の適切な手続きを

実施 
・設計図書の表示が明確でない場合の手続

き 

・設計図書に示された自然的又は人為的な

施工条件と実際の工事現場が一致しない

場合の手続き 
 

 

表－3 補修・補強設計並びに工事の発注図書への具体的な記載内容

   補修・補強設計 補修・補強工事 

全 

般 

競争参
加 

資格 
（参加
要件）

工事種別 － 

 補修内容との関係では、「縦桁補
強」、「鋼桁補修」、「落橋防止シス
テム」に関する補修が含まれる工
事で、専門工種（鋼橋上部）の選
択が比較的多い傾向にある。 

技術者の
資格 

 「コンクリート診断士」、「土木鋼
構造診断士」、「道路管理支援士」
等の補修・補強事業に関する民間
資格を認めている事例もある。 

 「コンクリート診断士」、「土木鋼
構造診断士」、「道路管理支援士」
等の補修・補強事業に関する民間
資格を認めている事例は無い。 

企業･技
術者の実

績 
（特筆事項なし） 

 「構造・形状」と「制約条件」の
条件を考慮している工事は多い
が、「規模」と「工法」の条件と
考慮している工事は少ない。 

総合評
価 

（加点
要件）

技術提案
のテーマ

 技術提案のテーマとして、「詳細
調査」や「施工計画」に関する留
意点を設定した事例もある。 

 技術提案のテーマとして、当該発
注工事に含まれる補修内容（例：
縦桁補強･、支承取替）に関する
留意点を求めている。 

課
題
の
状
況 

不調・
不落

工事種別 （特筆事項なし） 
 「鋼橋上部」で発注した工事であ

っても、「一般土木」や「維持修
繕」で発注した工事と比べて競争
参加者数は少なくない。 

契約時期
 「第 1 四半期」や「第 2 四半期」

の年度当初に契約した業務は、競
争参加者数が多い傾向にある。 

 「第 1 四半期」や「第 4 四半期」
に契約した工事は、競争参加者数
が多い傾向にある。 

規模  規模が大きな業務は、競争参加者
数が多い傾向にある。 

 規模が大きな工事は、競争参加者
数が多い傾向にある。 

補修内容 － 
 「鏡面工（舗装、橋面防水等）」、

「縦桁補強」、「沓座拡幅」、「検査
路工」等を含む工事は競争参加者
数が少ない傾向にある。 

契約タイ
プ 

 技術提案を求めるタイプを適用
した業務は、競争参加者が数少な
い傾向にある。 

（特筆事項なし） 

大幅な
設計変

更 

規模 －
（分析対象外） 

 規模が大きな工事は、変更契約率
が高い傾向にある。 

補修内容  

 「床版補修（ひび割れ樹脂注入、
剥落防止）」、「床版補強（炭素繊
維補強）」、「鋼桁補修（鋼桁補修、
鋼板当板）」、「塗替塗装」、「支承
取替」等を含む工事は、変更契約
率が高い傾向にある。 

専門技
術 

知識不
足 

による
設計 
施工不
良 

工事種別 －  「鋼橋上部」で発注した工事は、
工事成績が高い傾向にある。 

規模  規模の大きな業務は、業務成績が
高い傾向にある。 

 規模の大きな工事は、工事成績が
高い傾向にある。 

契約タイ
プ 

 プロポーザル方式を適用した業
務は、業務成績が高い傾向にあ
る。 

（特筆事項なし） 
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This study aimed to analyze benefits and problems of the project promotion PPP being implemented 

by Tohoku Regional Bureau for the earthquake disaster reconstruction project which had entered the 
construction phase. 
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建設生産システムの構造改善の可能性に関する調査 
Study on possibility of the structural improvement of the construction production system 

（研究期間 平成26～27年度） 

防災・メンテナンス基盤研究センター 建設マネジメント技術研究室 室   長 森田 康夫 
 主任研究官      川俣 裕行 
                          研 究 官    大野 真希 
                     交流研究員    近藤 和正 
                        交流研究員    天満 知生 
                         交流研究員    山地 伸弥 
［研究目的及び経緯］ 
最近の入札（落札）状況をみると、応札者が調査基準価格を当てることに傾注している傾向が見られる。これは、施

工体制確認型総合評価落札方式の導入と予定価格の上限拘束性（調査基準価格の下限拘束性）が背景として考えられる

が、結果として発注者に精度の高い積算が要求されることとなり、限られた人的資源の中、積算作業に注力せざるを得

ない状況となっている。本研究では、こうした建設生産システム全体を硬直化させている問題の構造を明らかにすると

ともに、システムの改善方策について検討・提案するものである。 
米国のＥＣＩ方式（ＣＭ／ＧＣ方式）や都市再生機構の復興ＣＭ事業の事例では、調査・設計段階から施工者を関与

させることにより、設計者、施工者と発注者の協同によるリスク低減の検討が行われ、コスト＋フィー契約（オープン

ブック方式を含む）や元請業者による一定割合の直庸（直接施工）等も導入し、実態にあった設計や積算、効果的な施

工を図っていることがわかった。 
 
 
 

調査・設計業務の調達における技術力評価に関する研究 
Study on the evaluation of technical capability in procurement of research and design services 

（研究期間 平成21年度～） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設マネジメント技術研究室 室   長 森田 康夫 
  主任研究官    小塚  清 
  研 究 官    藤井 都弥子 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、公共工事に関する調査・設計等業務の品質確保・向上のため、調査・設計業務において総合評価落札方式を

はじめとした各契約方式の運用状況を分析し、入札・契約段階における技術審査の制度設計や運用方法の改善策を提案す

るものである。 

平成26年度は、国土交通省が実施した調査・設計等業務の入札・契約結果を整理し、調達方式別の低入札落札発生状

況、調達方式と業務成績評定点との関係など、入札・契約制度と成果品質等との関係の分析を行った。また、今年度か

ら開始した「技術者評価の配点を拡大する試行」及び新たな「発注方式選定表（試行案）」に基づく発注状況を整理し、

整理結果やアンケート調査結果から、それぞれの試行を基準類へ反映するための課題等について検討を行った。さらに

は、点検・診断に関する資格制度に関し、適切な点検・診断等を実施するために必要な能力及び技術力に関する情報を

施設分野ごとに整理するとともに、技術者資格として必要な条件や入札段階での資格評価の手法を整理した。 
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公共工事における総合評価落札方式の技術評価の改善に関する研究 
Study for the application of Overall Evaluation Bidding Method with Technical Proposal 

（研究期間 平成15年度～） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設マネジメント技術研究室 室   長 森田 康夫 
  主任研究官    大平 和明 
  研 究 官    大野 真希 
  交流研究員   山地  伸弥 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、公共工事の品質確保・向上のため、国土交通省直轄工事に関する総合評価落札方式の実施状況を分析・評価

するとともに、総合評価落札方式の制度設計や運用方法の改善について提案するものである。 

平成26年度は、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局が契約した総合評価方式による工事を対象に、

総合評価方式の実施結果を集計し、実態把握のための基礎情報の整理を行うとともに、平成２４年度末に改定された「総

合評価運用ガイドライン」による新しい契約方式（以下、「新しい総合評価方式」という。）の活用状況及び導入効果、

運用上の課題の整理を行った。 

総合評価方式において、国や地方公共団体の技術的能力の審査を相互に公正かつ効率的に行うために、地方公共団体

における総合評価方式の実施状況（導入状況、評価項目、評価の方法等）、実施体制（人員、執行体制等）、技術検査等

の状況について把握・整理を行った。 

 

 

 

事業評価に関する調査 

Study on the sophisticated methodology on infrastructure projects’ appraisal and evaluation 
（研究期間 平成21年度～） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設マネジメント技術研究室 室   長 森田 康夫 
                         主任研究官 小林  肇 
                         研 究 官 藤井 都弥子 
［研究目的及び経緯］ 

本調査は、公共事業の効率性および実施過程の透明性の一層の向上を図る公共事業評価に関し、評価手法の高度化お

よび改善等の調査研究のための基礎資料を収集することを目的とする。 
本年度は、「総合的な評価（費用便益分析では表せない評価項目・評価指標についても算出・検討した上で事業を多面

的な視点から評価しているもの）」を実施しているアメリカ合衆国（州レベルを含む）、イギリス、ドイツ、フランスを

対象に、交通関連公共事業の事業評価・政策評価の最新動向、予算制度と事業評価の関係、事業進捗管理制度の状況、

公共事業関係費の推移、国際通貨基金「世界経済見通し（World Economic Outlook）」における公共事業および公共事業

評価制度の評価について、文献調査・ヒアリング調査を実施し、整理した。また、国土交通省の事業評価カルテや各地

方整備局等の事業評価監視委員会の公表資料から、都市計画決定・事業化・用地着手・工事着手の年度、直近・前回・

前々回の事業再評価時の評価年度・事業進捗率・用地進捗率・完成予定年度・総事業費・費用便益比等を整理し、事業

再評価時の各指標の変動について分析した。 
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公共工事の品質確保のための入札・契約方式に関する調査 
Study on the procurement method for promoting quality assurance in public works 

（研究期間 平成22 年度～） 

防災・メンテナンス基盤研究センター 建設マネジメント技術研究室 室   長 森田 康夫 
 主任研究官      川俣 裕行 
                          研 究 官    大野 真希 
                         交流研究員    近藤 和正 
                          交流研究員    天満 知生 
                          交流研究員    山地 伸弥 
［研究目的及び経緯］ 

2014 年 6 月 4 日に公布され、即日施行された「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（平

成 26 年法律第 56 号）」により、「公共工事の品質確保に関する法律（平成 17 年法律第 18 号）」における多様な入札契

約制度の導入・活用に関する規定が拡充され、特に第 18 条には「技術提案の審査及び価格等の交渉による方式」（以下

「技術提案・交渉方式」という。）が規定された。 
これら多様な入札契約制度や技術提案・交渉方式を実際に運用する際に参考とする入札契約方式の適用に関するガイ

ドラインと技術提案・交渉方式に関するガイドラインが、国土交通省が設置している「発注者責任を果たすための今後

の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会（座長：小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科 教授）」で審議

され、本研究では審議対象となるガイドラインの原案を検討した。 
 
 
 
 

インフラの老朽化対策や維持管理等を適切に進めるための調達システムの検討 
Research on improvement of the procurement for the structural repairing and reinforcement works 

（研究期間 平成26～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 建設マネジメント技術研究室 室   長 森田 康夫 
  主任研究官    大平 和明 
  研 究 官    大野 真希 
  交流研究員    山地  伸弥 
［研究目的及び経緯］ 

本研究では、対策が急がれている構造物（道路橋）を対象として、不調・不落の発生や工事発注後の大幅な設計変更、

専門的技術や知識の不足による施工不良等、補修・補強設計並びに工事で顕著に見られる課題を整理し、各地方整備局、

北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局で実施された、構造物（道路橋）の補修・補強設計並びに補修・補強工事の入札・

契約の実施結果を集計整理した上で、その関連性について整理を行い、構造物の補修・補強設計並びに工事に適した入札・

契約手法の検討を行った。 

構造物（道路橋）の補修・補強設計並びに工事における課題について、既存の文献資料や公表資料や設計者・施工者・

発注者への聞き取り調査により整理し、平成25年度に地方整備局等が契約した構造物（道路橋）の補修・補強設計並びに

工事の入札・契約の集計結果から、「ア）不調・不落の発生状況」、「イ）契約後の大幅な設計変更の状況」、「ウ）専門的

技術や知識の不足による設計並びに施工不良の状況」に関する課題の状況と発注条件の関係性を集計・整理した。 
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公園緑地による防災・減災事例に関する研究 
A case study on natural disaster prevention and reduction by green and open spaces  

（研究期間 平成 26 年度） 
 
 防災・メンテナンス基盤研究センター  室長   栗原 正夫  
 Research Center for     Head   Masao KURIHARA 
 Land and Construction Management  研究官   曽根 直幸 
 緑化生態研究室    Researcher   Naoyuki SONE 

Landscape and Ecology Division   
 
To clarify effective methods of natural disaster prevention and reduction by green and open spaces, 

we conduct a case study on the functions which green and open spaces have fulfilled at the time of the 
large-scale disasters, such as the Great East Japan earthquake, the Chuetsu Earthquake and so on. 

 
 
［研究の背景及び目的］ 
 国土交通省では、平成 7 年の阪神・淡路大震災等を

踏まえ、補助事業や都市公園法の特例措置、ガイドラ

インの公表等により、防災公園の整備を推進してきた。

阪神・淡路大震災から 15 年以上が経過し、この間に発

生した震災においては、公園が避難地や復旧・復興活

動の拠点として活用され、新たな役割も見出された一

方、津波や液状化による施設被害、帰宅困難者への対

応など新たに対応すべき課題も生じた。また近年、温

暖化の進行により危惧されているような極端な降雨が

現実に発生し、地震・津波対策だけでなく水害等への

対策においても「最悪の事態」を想定した備えが求め

られている。実際、東日本大震災の復興事業における

支援措置などでは、震災の教訓を踏まえた対応が図ら

れているところである。 

 今後は、近い将来に発生が想定される南海トラフ地

震、首都直下地震、大規模水害等に対応した防災公園

の効果的な整備を一層推進するためには、近年発生し

た大規模災害において公園が果たした役割、課題等に

ついて検証するとともに、対応方策をガイドライン等

の施策に反映することが必要である。 

 本研究では、近年の大規模災害時における公園緑地

の防災・減災効果発現事例について、文献調査等によ

る資料の収集・分析を行い、みどりによる都市の強靭

化方策の検討に資する基礎資料（効果の類型整理、効

果発現の要件と考えられる事項等）を整理した。 
 
［研究内容］ 
１．文献収集・整理 

 東日本大震災、新潟県中越地震などを対象に、既往

研究や地方公共団体等の公表資料を収集し、地震災害

時における活用事例や課題などのうち公園緑地に関連

する情報を整理した。資料収集方法としては、通常の

文献検索のほか、地域防災計画データベース（総務省

消防庁）、ひなぎく NDL 東日本大震災アーカイブ（国

立国会図書館）などのデータベースを活用した。 

２．事例集の作成 

 収集した文献等の資料をもとに、今後想定される災

害への対策の検討や、各地での実践の参考となるよう、

事例集を作成した。対象とした主な事例は表‐１のと

おりであり、このうち３つの事例を次頁に紹介する。 

 

［今後の予定］ 
 本研究で作成した事例集も活用し、国土交通省都

市局公園緑地・景観課とともに、「防災公園計画・設

計ガイドライン」の改訂に向けた検討を行っている。 

 

表‐１ 文献調査で抽出された主な事例 

公園名（管理者） 備考 
1 三木総合防災公園（兵庫県） 後方支援拠点 
2 遠野運動公園（遠野市） 後方支援拠点 
3 北上総合運動公園（北上市） 活動拠点 
4 あづま総合運動公園（福島県）避難地 
5 鳳公園（堺市） 避難地（ＮＰＯ運営の取組）

6 神栖中央公園（神栖市） 避難地（津波災害への備え）

7 本丸公園（陸前高田市） 避難地 
8 日比谷公園（東京都） 帰宅困難者への対応 
9 刈谷田川防災公園（見附市） 水害時の活動拠点機能の導入

10 新横浜公園（横浜市） 遊水地機能の導入 
11 街区・近隣公園（浦安市） 生活再建支援（仮設トイレ）

12 千石運動公園（小千谷市） 生活再建支援（仮設住宅） 
13 大只越公園（釜石市） 生活再建支援（仮設商店街）

14 奥松島運動公園（東松島市） 復旧支援（災害廃棄物仮置場）

15 東部運動公園（東松島市） 復旧支援（被災車両仮置場）
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【事例１】神栖中央公園（神栖市） 

 茨城県神栖市では、平成 22 年度から整備を開始し

ていた神栖中央公園において、東日本大震災後に、

震災復旧工事の残土を利用し、津波避難のための築

山を整備した（平成 26 年 4 月供用開始）。 

 同公園は、約 19ha の広大な敷地の中に、備蓄倉庫、

耐震性貯水槽（飲料用）、防災トイレ、カマドベンチ

などの防災設備を備えており、築山（ふれあいの丘）

は、標高 15m（地上高 8.5m）の高さと直径 80m の広

さを有し、標高 10m 以上の場所に約 1,500 人が避難

可能とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真‐１ 津波避難のための築山（ふれあいの丘） 

 

【事例２】日比谷公園（東京都） 

 東日本大震災の地震発生直後、東京都千代田区の

日比谷公園には周辺のビルから多くの人々が避難し

てきた。飲食施設などが入る「緑と水」の市民カレ

ッジの建物には、一時 100 名余が集まっており、終

夜、休憩所・滞在所として開放され、ラジオでニュ

ースを流すほか、ホワイトボードを情報掲示板とし

て交通機関運行等の情報が貼り出され、逐一情報更

新が行われた。また、毛布等の備蓄がない中、防寒

用にテーブル用の布クロスを滞在者に貸し出すなど

の対応が行われた。 

 現在、日比谷グリーンサロンと「水と緑」の市民

カレッジが、東京都の都立一時滞在施設（発災から

最大３日間を目安に帰宅困難者を受け入れる施設）

として指定されているほか、公園内のオープンスペ

ースは千代田区の災害時退避場所（災害直後の危険

や混乱を回避し身の安全を確保するための一時的な

退避場所）に指定されている。 

 同公園の事例を踏まえると、防災公園における帰

宅困難者への対応としては、帰宅等の徒歩移動中に

水やトイレを提供すること以外にも、商業地域や集

客施設の付近で、発災直後の混乱時に一時的に滞留

者を受入れ、災害の状況や一時滞在施設の開設状況

などの情報を提供する機能を発揮することも考えら

れる。 

  

写真‐２ 東日本大震災発災直後の日比谷公園 

     （左：霞門付近、右：市民カレッジ内） 

 

 

【事例３】新横浜公園（横浜市） 

 新横浜公園のある鶴見川流域は、古来洪水被害が

多く発生する地域であり、治水対策が大きな課題と

なっていたことから、地震災害時における避難地機

能と水害時の遊水地機能という多機能な空間（多目

的遊水地）として新横浜公園・鶴見川遊水地が整備

された。 

 新横浜公園内にある日産スタジアムは、駅前と一

体的に約 20 万人を収容可能な広域避難所として地

域防災計画に位置付けられている一方で、千本以上

の柱の上に乗る形で建設されており、洪水時にはス

タジアムの下に水を流しこむ仕組みになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真‐３ 洪水時に公園が遊水地となっている様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐１ 新横浜公園・鶴見川遊水地の機能イメージ 
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Research on effective methods of conserving and creating greenery for ensuring urban biodiversity 

25 26  
 

      
Research Center for     Head   Masao KURIHARA 
Land and Construction Management   

    Researcher  Naoyuki SONE 
Landscape and Ecology Division  
      Researcher  Yusuke UENO 

           
To clarify effective methods of conserving and creating greenery ensuring urban biodiversity for the 

variety of municipalities, we conduct research on the effect of area, vegetation structure and 
surrounding environment to the biodiversity of urban greenery, from the center of Tokyo to the Tama 
area. 
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Research on the use of traditional construction techniques and its effect on historic landscape 
25 26  

 
      

Research Center for     Head   Masao KURIHARA 
Land and Construction Management   

    Researcher  Naoyuki SONE 
Landscape and Ecology Division   

   Researcher  Akihiko NISHIMURA 
           

This study aims to establish basic information about the use of traditional construction techniques in 
historic district. The authors try to reveal regional characteristics of Japanese traditional construction 
techniques used in urban equipment such as pavement, stone masonry, brick masonry, clay wall, 
hedge and wind break. The authors carry out several case studies in order to evaluate the effect which 
the use of traditional construction techniques has on the historic value of urban landscape. 
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街路樹の保全・再生手法に関する研究 
Study on maintenance method of street trees  

 
（研究期間 平成 25～26 年度） 

防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室長  栗原 正夫 
Research Center for Land and Construction Management  Head  Masao KURIHARA 
Landscape and Ecology Division 主任研究官  飯塚 康雄 

Senior Researcher Yasuo IIZUKA 
  

In this study, it verified a street tree restoration method that permits reaching an agreement with surrounding 
residences while maintaining pleasant road space by surveying methods of surveying the state of Street trees, 
greening technologies for street tree conservation or redevelopment, and methods of cooperating with residents 
in cases where conservation and redevelopment projects were done to counter problems with street trees. 
 
［研究目的及び経緯］ 

 街路樹は、これまでの積極的な整備推進により、全国

で平成4年に約478万本であったものが平成14年には約

679万本と、10年間に約200万本の増加となった。しか

し、平成24年では約674万本と一転して若干の減少傾向

を示したことでわかるように、今後は大きく成長した街

路樹の維持管理に重点がおかれていくことが予想される。  

 このような状況の中、街路樹が生育できる空間には制

限があることから、その生育空間よりも大きく成長する

樹種が植栽されている場合には、樹形縮小のための剪定

や、樹勢維持・回復対策、倒伏や根上り対策等の保全対

策が必要不可欠となる。  

 また、街路樹の植栽時から半世紀程度経過した都市等

では、周辺の土地利用が大きく変化していることもあり、

街路樹の必要性を再確認した上で、街路樹の整備方針を

転換するなどの再考が求められている。  

 そのため、街路樹の必要性を再確認するためのニーズ

変化の把握や、緑化機能を十分に発揮するための緑化方

針を再考するための判断基準、その方針に対応する保

全・再生手法の確立が必要となっている。  

［研究内容］ 

１．街路樹の保全･再整備に関する事例調査 

 歴史・文化的価値等が高い街路樹において保全対策が

行われた事例、街路樹に生育上の問題点や植栽環境の変

化等により再整備（更新）が行われた事例について、主

に以下の項目について調査を行った。 

 ①街路樹整備の背景、現在の位置づけ 

 ②街路樹における問題点 

 ③具体的な対策 

 ④住民等との合意形成 

２. 道路緑化方針における近年の動向調査 

 過去 10年程度の間に、自治体等の道路管理者がとりま

とめた道路緑化に関する指針類を収集するとともに、道

路緑化の現況をヒアリングし、道路緑化における近年の

動向を把握した。 

３．街路樹の保全･再整備方法の検討 

 １．の結果から街路樹の保全･再整備において効果的な

方法について検証を行うとともに、２．の道路緑化に新

たに求められている方針等を踏まえた上で、道路空間を

快適に維持しつつ周辺住民等の要求にも対応できる街路

樹の再生方法について検討した。 

［研究成果］ 

主な研究成果の概要を以下に示す。 

１．街路樹の保全・再整備に関する事例調査 

 調査対象事例は、保全が 21 箇所、再整備が 22 箇所

であり、主な樹種としては落葉樹でソメイヨシノ、ケ

ヤキ、イチョウ、常緑樹でクスノキが多かった。対策

を行うことの要因としては、保全では生育不良が多く、

再整備では生育不良の他に倒木・落枝や根上り、道路

再編が多かった。具体的な対策としては、保全では植

栽基盤改良、間伐・剪定、補植等、再整備では異樹種

や同樹種への植え替えや撤去が多く行われていた。ま

た、住民等との合意形成では、説明会の実施や行政広

報誌やインターネットによる情報提供等があった。 

２．道路緑化方針における近年の動向調査 

 道路緑化において新たに求められている方針等として

は、緑化機能では「ヒートアイランドや地球温暖化」、「地

域振興」等への対応、緑化計画では「道路空間・都市空

間との連携」や「生物多様性保全」等への対応、管理で

は「道路緑化の評価」、「倒木等のリスクマネジメント」

等への対応があげられた。 

 また、全般に関連するものとして「住民参加」、「コス
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ト縮減」、「データ管理」、「専門技術者の活用」、「発生材

のリサイクル利用」等が求められていることがわかった。 

３．街路樹の保全･再整備方法の検討 

 調査結果を基にとりまとめた効果的な街路樹の保全・

再整備方法を以下に示す。 

３．１ 街路樹の保全･再整備の手順 

 街路樹の保全・再整備においては、はじめに街路樹

に発生した問題を的確に把握して評価を行った上で、必

要に応じて住民との合意形成を図りながら、対応方針及

び計画について決定する（図-1）。この際、周辺住民の街

路樹への愛着にも配慮して、まずは存続させるための保

全対策を優先することを検討し、問題を解消することが

困難な場合には、伐採して必要に応じて再度植栽を行う

ことを検討する。対策の実施は、その内容に応じて専門

技術者により実施し、その後は効果の発現状況までを確

認することが望ましい。可能であれば、周辺住民等との

協働による体制を構築することが必要である。 
３．２ 街路樹の保全方法 

 街路樹の保全方法としては、大径木化や過密化した樹

木に対して、剪定や間引きによる樹形再生がある。また、

生き物である街路樹の活力を良好に維持するために、十

分な養水分を吸収できる植栽基盤に改良するとともに、

根系の根上りによる縁石や舗装の持ち上がりが生じてい

る場合には植栽空間を拡大するなどの対策が必要となる。 

さらに、老木化した街路樹には木材腐朽病や害虫等の被

害を受けているものもあり、樹勢を回復するための薬剤

注入･散布や罹患部の物理的切除等の対策が必要となる

ことがある（図-2）。 
３．３ 街路樹の再整備方法 

 街路樹の再整備方法としては、発生している問題が解

消できない場合に伐採して同樹種を植栽する、あるいは

樹種転換をする方法がある。また、問題が生育不良であ

った場合には、植栽時に植栽基盤の改良を行う必要があ

る。なお、歩道幅員が非常に狭い道路に大径木となる

高木が植栽されている場合や山地部等の自然環境が

豊かな環境の中に街路樹が植栽されている場合等に

おいては、周辺住民等の合意を得た上で街路樹を撤去

することが、安全で快適な歩行者空間の形成や街路樹

管理の効率化に寄与する解決策の一つの選択肢とな

ることもある（図-3）。 
３．４ 住民等との合意形成 

 街路樹の保全・再整備にあたっては、当該街路樹と密

接に関わることが多い沿道や地域の住民等との間でその

対応方針や対応策について、あらかじめ合意を図ること

が円滑に対策を実施する上で重要となる。住民との合意

形成を図るためには、主に以下の方法がある。 
 ①検討会や委員会への住民代表の参加 
 ②アンケート等の実施による意見収集 
 ③現地開催を含めた住民説明会の実施 
 ④説明資料配布、看板設置等による情報提供 

 
図-1 街路樹の保全･再整備の手順 

 

図-2 街路樹の保全 

 

図-3 街路樹の再整備 

［成果の活用］ 

 本研究の成果は、街路樹の保全・再整備方法が道路構

造や樹種特性等の条件に加え、街路樹と住民等との結び

つきの深さなどにも大きく影響されることに考慮して、

道路管理者が現場状況等に応じた対応方法を適切に検討

できるように、調査事例の紹介を含めたガイドラインと

してとりまとめる予定である。 
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人口減少や都市の縮退等に対応した緑の基本計画の策定技術に関する研究 

Research on the way of drawing up the Green Master Plan to deal with population decline, city degradation etc. 
（研究期間 平成25～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室   長 栗原 正夫 
                         研 究 官 曽根 直幸 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、人口減少や縮退といった日本の都市が抱える課題、またはこれから直面するであろう課題を踏まえ、緑や

オープンスペースによる対応のアイデアを整理し、今後の緑の基本計画のあり方とその策定技術として示すことを目的

とする。 
本年度は、国内の緑の基本計画の先進事例を対象とした整理を行い、人口減少への対応状況等についての分析を行っ

た。また、学識経験者に協力いただき研究会を設置し、今後の緑の基本計画に求められる新たな役割や方向性について

議論を行った。 

 

 

 

都市公園の質的向上のための新手法に関する研究 

Research on new methods of improving the quality of urban parks  
（研究期間 平成26～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室   長 栗原 正夫 
                         研 究 官 曽根 直幸 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、公園空間の利用の高度化、官民の柔軟な権利契約関係の設定等により、老朽化が進む都市公園の再整備や

管理運営への多様な主体の参画を促進し、都市公園の質的向上を実現することを目的に、新たな手法の可能性と課題を

検討するものである。 

平成２６年度は、公園空間の高度利用、リース契約の導入、民間資格・表彰制度の活用の観点から、先進的な取り組

みや関連分野の動向を踏まえて、新たな都市公園整備・管理手法と実現する上での課題を検討した。 

 

 

 

地域性植物による緑化手法に関する研究 
Research on vegetation method using native plants 

（研究期間 平成26～28年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室   長 栗原 正夫 
                         主任研究官 武田 ゆうこ 
［研究目的及び経緯］ 

外来生物法等を背景に公共事業においても地域生態系への配慮が求められているが、機能性や経済性、調達の容易さ

から主に外来植物や外国産在来植物が使われており、遺伝的撹乱が懸念されている。 

国総研では、地域生態系の保全に配慮した緑化を推進するため、在来種を利用した緑の施工方法等を手引きとしてと

りまとめているが、地域性緑化植物の確保が課題となっている。そのため、市場生産による供給が困難な植物種につい

て、事業者自ら又は地域と連携して簡便に種子等を採取・生産する手法の開発を目指している。 

本年度は、在来植物（草本）による緑化に関する既往資料等の収集・整理を行い、公園やのり面等に導入する際の種

選定の目安となる地域性緑化植物リストを作成するとともに、そのうち20種について種子を採取して発芽試験及び播き

だしを行った。 
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都市緑化樹木の CO2固定量算定における精度向上に関する研究 
Research on improvement of the method to estimate the amount of CO2 fixed by planted trees in cities 

（研究期間 平成23～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室   長 栗原 正夫 
                         主任研究官 武田 ゆうこ 
［研究目的及び経緯］ 

京都議定書において、日本は2008年から2012年の間に温室効果ガスを基準年（1990年）と比較して6％削減するこ

とが義務づけられている（最終報告は2014年春）。また、日本は京都議定書の第二約束期間には参加しないこととした

が、2020年の新たな国際的枠組みを決めるまでの期間及び、新たな国際的枠組みの報告にあたっては削減量をとりまと

める必要がある。 

国土交通省では都市緑化等の植生回復によるCO2固定量を取りまとめることとしており、算定精度の向上が課題とな

っている。そのため、これまで国土技術政策総合研究所では、伐採・掘り取りによるCO2固定量の算定を行ってきたが、

貴重な樹木資源の損失となること、伐採と掘り取りに時間と費用を要することから、伐採を行わずに非破壊で樹木のCO2
固定量の算定を目指している。 

平成26年度は、過年度に計測した樹木の形状寸法、重量、体積、比重等のデータを用いて樹種毎のCO2固定量予測式

を作成するとともに、これらのデータ及び既往資料を整理分析し、簡便な相対成長式を試作し、従来の作成方法による

予測結果との比較を行った。 

 
 
 

河川管理による外来植物の分布拡大抑制に関する調査 
Research on inhibiting expansion of the geographical distribution of alien plants by river management 

（研究期間 平成26～28年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室   長 栗原 正夫 
                         主任研究官 山岸 裕 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、河川空間における土壌シードバンクの分布特性を分析し、土壌シードバンクの種組成から外来植物の侵入

動向を把握するための指標を構築し、それらを用いた効率的な特定外来植物等の対策方法についてとりまとめることを

目的としている。 

平成26年度は、全国の６河川を対象として植生調査及び土壌のサンプリングを行い、秋に採取した土壌サンプルの撒

き出し実験を行った。さらに、外来種対策工の現状を把握するため、オオキンケイギク、アレチウリ等６種の外来植物

を対象として、国内の主に河川で実施されている外来種対策工のweb調査及び文献調査を行った。 

 
 

猛禽類等の生息環境の定量的な把握手法及び効率的な環境保全措置の検討 

Research on developing technologies for habitat evaluation and a method of efficiently monitoring rare raptors  
（研究期間 平成25～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室   長 栗原 正夫 
                         研 究 官 上野 裕介 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、道路事業において頻繁に環境アセスメントの対象となる猛禽類について、定量的・効率的な生息環境の把

握手法の開発と効率的な環境保全措置の確立を目的とする。 

本年度は、昨年度試作した『統計的手法によって、GIS情報を基に猛禽類の生息適地（生息ポテンシャル）を予測・

評価する“生息適地予測モデル”』について、予測の精度、汎用性及び課題について検証し、改良モデルを作成した。対

象とした猛禽類は、頻繁に環境アセスメントが実施されている5種（オオタカ、サシバ、ミサゴ、クマタカ、ハチクマ）

であり、全国・地方・事業スケールで、予測精度の高い改良モデルを作成した。 

また、動物調査の分野においてレーダーやマルチスペクトルカメラ、位置追跡装置などの新技術を用いた調査手法が

続々と考案されていることから、これらの技術を活用した効率的な猛禽類のモニタリングの可能性、技術的課題につい

ても検討を進めた。 
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質の高い道路空間の再編・利用に係る計画手法に関する研究 
Research on planning method of improvement in the quality of urban space through road reconstruction and street 
management 

（研究期間 平成26～28年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室  室   長 栗原 正夫 
                         研 究 官 西村 亮彦 
［研究目的及び経緯］ 

市街地における道路整備については、地域にふさわしい沿道景観を一体的に整備することが求められているが、その

ための事業スキームは確立していない。本研究は、道路と他施設、市街地と郊外等の所管を横断する複数事業の連携や、

地域活動の効果的な活用等を通じて、地域づくりや良好な景観形成を拡充できる、道路空間の再編・改築手法を提案す

ることを目的とする。全国から道路空間の再編・改築事例を収集し、事業の組織体制、補助金・制度の活用、デザイン

上の工夫、整備後の維持管理・運用方策等を明らかにした上で、各事業の計画手法と効果を検証する。 

平成26年度は、全国における道路空間の再編・改築事例を80件収集し、各事業の概要、経緯、実施体制、整備内容、

関連事業、事業効果等を整理した上で、場所の性格、事業の目的、再編・改築の手段に基づく類型化を行った。この類

型に基づきながら、再編・改築後の道路空間の質を評価する基準として、感覚的快適性、知的・精神的充足感、礼的秩

序感覚の３つの評価軸を提示した。また、80 事例との近接・重複が見られる 10 件の風景街道登録路線について、道路

空間の再編・改築と風景街道の連携方策を検討し、周辺地域取込み型、市街地ルート・ネットワーク拡充型、道路空間

活用発展型、モビリティ拡充型の４つの類型を提示した。 

 
 
 

自然共生型社会の実現に向けた生物多様性の評価・予測モデルの開発と国土政策への反映 

Research on the development of evaluative and predictive models of biodiversity and the application to national land 
policy for the realization of society co-existing with nature 

（研究期間 平成26～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室 研 究 官 上野 裕介 
                            
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、自然環境をはじめ国土に関する基盤情報（ビッグデータ）を共有し、それらを活用した効率の良い国土管

理や環境保全計画の策定を目指す「課題解決型」の研究である。特に、道路などのインフラ整備計画や都市計画策定の

際に、生物多様性や希少種の保全上重要な地域を回避できるような計画手法や行政的なしくみを担保する学術的基盤の

構築を目的に、統計的手法により全国規模で保全上重要な地域を評価・予測する数理モデルを開発し、予測の精度・頑

健性・汎用性の検証、重要地域の明示、現実的なロールモデルの提案を行う。 

本年度は、これまでに収集した希少生物種の分布位置情報をGISに入力するとともに、解析に必要な植生等の環境上

を整備した。あわせて統計解析手法（例：データの確率分布型を考慮した手法（GLM：一般化線形モデル）や非線形モデ

ル（GAM：一般化加法モデル）、ベイズ推定、機械学習（マシンラーニング）を活用した予測手法）の数学的特性を精査

した。 
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Wireless Power Supply Technology for Running Vehicles. 

23 26  
 

   
Research Center for Land and Construction Management Research Coordinator  Yasuaki KINTO 

 for Advanced Information Technology  
   

Research Center for Land and Construction Management Head Koichi SHIGETAKA 
   

Maintenance Information Technology Division Researcher Daisuke TORIUMI 
 

Recently, Running vehicles attract attention in term of highly energy use efficiency, environment 
problems, energy problems. For the reason, NILM studies Wireless Power Supply Technology for 
Running Vehicles. We report here on results of the magnetic field resonance battery charging test to 
verify realizability of wireless power supply for running vehicles. 
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Research on the platform of multi-trail data using information and communication technology 

24 26  
 

   
 Head Koichi SHIGETAKA 

Research Center for Land and   
Construction Management Researcher Ryuichi IMAI 

Maintenance Information Technology   
Division Guest Research Engineer Masayuki FUKADA 

  
Guest Research Engineer Satoshi TAJIMA 

 
Transportation planning takes advantage of the results of statistical surveys of human movement 

information obtained by person-trip survey and road traffic census, etc. In recent years, we are 
expected to utilize information that can grasp state of people and automobile movement (trail data) 
which has been collected from cell phones, car navigation systems, and so on. 

The NILIM researches the application possibility of diverse movement of people to transportation 
planning by provisioning of platform that is able to collect and analyze. This report describes the results 
of a trial of combinational analysis of diverse movement of people, the state of research on an analysis 
and visualization platform that can be used to uniformly and efficiently process movement of people, 
and future prospects. 
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道路に関する地理空間情報を用いた走行支援サービス 

に向けた検討 
A Study for Cruise-assist using Geospatial information of Road 

（研究期間 平成 24～26 年度） 
 
防災・メンテナンス基盤研究センター 室長 重高 浩一 
Research Center for Head Koichi SHIGETAKA 
Land and Construction Management 研究官 今井 龍一 
メンテナンス情報基盤研究室 Researcher Ryuichi IMAI 
Maintenance Information Technology Division 交流研究員 深田 雅之 

Guest Research Engineer Masayuki FUKADA 
交流研究員 松井  晋 

 Guest Research Engineer Susumu MATSUI 
交流研究員 木村 篤史 

 Guest Research Engineer Atsushi KIMURA 
 

Making use of large-scale road map is expected to advance services of driving assistance systems 
such as automated driving. In this study, we organized requirements of the large-scale road map that 
facilitate the services of driving assistance systems and developed a product specification that is based 
on the fundamental geospatial data of road. In addition, we confirmed how to prepare the large-scale 
road map. 
 
［研究目的及び経緯］ 

国土交通省は、道路構造を詳細に表現した 1/1,000
以上の大縮尺道路地図である道路基盤地図情報の整備

を進めている。道路基盤地図情報は、道路管理業務の

効率化・高度化を図るための地図としての利用に加え

て、民間の走行支援サービスにおける利用が期待され

ている。これらへの道路基盤地図情報の利用を実現す

る有効な一方策として、より具体的に官民保有の技術

を相互に提供し合い、大縮尺道路地図を効率よく整備

する手法の確立があげられる。 
上記の実現に向けて、平成 24 年～25 年度は、図面

単位で整備されている道路基盤地図情報を道路網とし

て利用可能にするため、道路基盤地図情報をシームレ

ス化（接合・標定）する技術を開発した。 
共同研究者

地図の調製者 地図の利用者地図の保有者

阪神高速道路(株)

トヨタ自動車(株)

日産自動車(株)

(株)ゼンリン

(株)パスコ

NTT空間情報(株)

アジア航測(株)

(株)インフォマティクス(一財)日本デジタル道路地図協会

地
方
整
備
局

本
省
・

国土技術政策総合研究所

地図への要件を定義
及び

試作地図を評価

要件に応じた地図の調製
方法を検討

及び
地図の試作

地図の提供
及び

地図の整備・更新の運用
方法を検討

 
図-1 共同研究の実施体制 

さらに平成 25 年度からは、図-1 に示す官民の専門

家による共同研究を 2 ヵ年計画で開始 1)し、走行支援

サービスに必要な地図（以下、「道路構造データ」とい

う。）への要件を取りまとめた。 
 

［研究内容］ 

本年度は、過年度の研究成果を元にして道路構造デ

ータの整備手法をまとめた。 
はじめに、道路構造データへの要件を満足する製品

仕様を考案し、製品仕様に準じて道路構造データを試

作した。次に、試作した道路構造データを用いた走行

実験により道路構造データの有用性を評価し、3 つの

規程集（要件定義書、製品仕様書および整備要領）を

取りまとめた。 
1.道路構造データの製品仕様及び整備要領の考案 

過年度に定義した要件に基づいて、道路構造データ

の製品仕様を考案した。本仕様は、各社が共通的に利

用（変換・加工）できる汎用性の高いデータ構造を定

義している。次に、製品仕様書に準じた道路構造デー

タを道路基盤地図情報、電子地図や点群座標データな

どの様々な既存資源を用いて調製する手法を考案し、

整備要領を作成した。 
2.道路構造データの試作と走行実験による有用性評価 
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 本研究では、共同研究者と国土技術政策総合研究所

とで分担し、トライ＆エラーを繰り返しながら、製品

仕様書および整備要領に準じた道路構造データを試作

した。また、試作した道路構造データを用いて、阪神

高速道路とさがみ縦貫道路で走行実験を実施し、道路

構造データの有用性を評価した。 
3.規程集の取りまとめ 

前節までの整理や評価結果などの研究成果を踏まえ

て、道路構造データの要件、製品仕様や整備手法を定

義した 3 つの規程集を取りまとめた。 
 

［研究成果］ 

主な研究成果の概要を以下に示す。 

1.道路構造データの製品仕様及び整備要領の考案 

本研究では、前節で定義した要件を元に、調製（整

備）の効率性や調製したデータの汎用性の確保に留意

し、図-2に示す 4層構造の道路構造データを考案した。

各層に規定する地物の概要を次に示す。 
・「第 1 層 道路基盤地図情報プロファイル」：道路基

盤地図情報のうち、走行支援サービスに実現に必要

な地物 
・「第 2 層 道路基盤地図情報の拡張」：道路基盤地図

情報の既定義地物に属性を追加、あるいは加工して

新たに作成した地物 
・「第 3 層 ネットワーク」：車線の繋がりを示す地物 
・「第 4 層 制約」：走行中の制約条件を示す地物 

 
図-2 道路構造データの構成 

 
また、本製品仕様の具体的な規定にあたっては、以

下に示す 3 つの観点に留意した。 
 道路構造データの地図調製者、地図利用者の創意工

夫の妨げにならないこと 
 国内外における複数の実装例を許容できること 
 国際標準化を見据えた規程集とすること 
 次に、道路基盤地図情報、電子地図や点群座標デー

タなどの様々な既存資源を用いて道路構造データを調

製する手法を考案し、整備要領を作成した。 
2.道路構造データの試作と走行実験による有用性評価 

本研究では、製品仕様および整備要領に基づき、阪

神高速道路、首都高速道路、東名高速道路およびさが

み縦貫道路を対象に、延べ 440km の道路構造データを

試作した（図-3 参照）。次に、試作した道路構造デー

タの一部の地物・属性を用いて、阪神高速道路とさが

み縦貫道路を対象に走行実験を実施した。その結果、

道路構造データに含まれる曲率や案内標識などの情報

の有用性を明らかにした。 

©ZENRIN CO., LTD.
 

図-3 試作した道路構造データのイメージ 

 
3.規程集の取りまとめ 
前節までの研究成果を集約し、本共同研究の最終成

果として次に示す 3 つの規程集を定めた。 
 走行支援サービスに資する大縮尺道路地図の

要件定義書（案） 
 走行支援サービスのための道路構造データ製

品仕様書（案） 
 走行支援サービスのための道路構造データ整

備要領（案） 
 
［成果の活用］ 

本研究で得られた成果および知見は、自動運転など

の走行支援サービスの高度化に寄与できるものであり、

次年度から開始する協調 ITS の共同研究における基盤

としても活用予定である。 
 

［参考文献］ 

1）今井龍一，深田雅之，重高浩一：官民連携による

大縮尺道路地図の整備・更新手法の取り組み，地理情

報システム学会講演論文集，Vol.22，2013． 
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道路基盤地図情報を利用した道路管理業務支援システムに関する検討 
Road management support system using fundamental geospatial data of road 

（研究期間 平成 23～26 年度） 
 
防災・メンテナンス基盤研究センター 室長 重高 浩一 
Research Center for Land and Construction Management Head Koichi SHIGETAKA 
メンテナンス情報基盤研究室 研究官 今井 龍一 
Maintenance Information Technology Division Researcher Ryuichi IMAI 

研究官 鳥海 大輔 
Researcher Daisuke TORIUMI 
交流研究員 木村 篤史 

Guest Research Engineer Atsushi KIMURA 
交流研究員 田嶋 聡司 

Guest Research Engineer Satoshi TAJIMA 
 

This study shows mechanisms able to link various kinds of geospatial information used for road 
management and perform superimposition display on the fundamental geospatial data of road. And the 
road management support system(prototype) supporting the road management by using the 
fundamental geospatial data was developed. It would permit spatial searching, statistical processing, 
analysis etc. 
 
［研究目的及び経緯］ 

国道事務所の道路管理業務は、行政相談、道路点検

や舗装管理等多岐にわたる。各業務で扱う道路情報は、

共用性の高い情報も多い。しかし、現状は個別管理の

ため、情報共有・活用が課題となっている。各業務で

扱う道路情報の多くは位置座標により地図と関連付け

られる。そのため、道路構造を詳細に表現した大縮尺

の道路地図があると、様々な道路情報の関連付けが可

能となり、業務間での情報共有・活用が実現する。 
この実現に向けて、国土交通省では、平成 18 年度

から「道路基盤地図情報」の整備を進めている。道路

基盤地図情報は、車道部等 30 の道路構造を図形で表

現した大縮尺(1/1,000 以上)の道路地図であり、道路工

事完成図を用いて整備・更新される。道路工事完成図

が納品されると道路基盤地図情報が生成されるため、

地図としての鮮度が恒久的に確保されている。 
本研究では、道路管理者との意見交換や道路管理業

務を支援するシステムによる試行試験を通じて、道路

管理業務の効率化に必要なシステムの機能要件を定義

することを目的とする。 

 
［研究内容］ 

1. 道路管理業務支援システム構成の検討 

道路管理業務支援システム（以下、「システム」とい

う。）が具備すべき機能を道路管理の業務分析結果を元

に抽出し、国道事務所との意見交換を経て、図-1 に示

すシステム構成と、具備すべき各機能の要件を定義し

た。システムは、図-2 に示すとおり、道路基盤地図情

報を共通基盤として、道路管理の様々な情報が扱える

ことを前提にしている。 
 

3.外部システム
連携機能

1.共通機能

2.データ管理機能

道路平面図等管理システム

○○地方整備局

○○国道事務所

４.個別機能

システム間連携
（検索・地図表示等
の共通機能提供）

切り出し

・行政相談
・舗装管理
・道路占用物件管理
など

道路基盤
地図情報

工事

登録

登録・更新

道路基盤
Webマッピングシステム

場所検索・
地図表示等

個別業務で使用

電子国土基本図  
図-1 システムの構成 

 
図-2 システムで扱う地図及び情報のイメージ 
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システムの機能構成のイメージを図-3 に示す。シス

テムは、各業務の基盤として、地図検索等の共通機能

やユーザーの管理機能等を具備した「共通機能」と、

この基盤に追加される形で各業務に特化して業務を支

援する「個別機能」とで構成する。 

 
図-3 システムの機能イメージ 

2. プロトタイプの開発 

本研究では、机上検討にて定義した機能要件の有用

性を高めるため、プロトタイプ（共通機能、個別機能

（行政相談など））を開発した。 
3. 試行試験の実施・評価 

道路基盤地図情報の整備率が高い 5 事務所を対象と

して、開発したプロトタイプを用いた意見交換および

試行試験を実施し、システムの操作性や各機能の有効

性・有用性を評価した。 
（１）道路管理者との意見交換 

 現行の道路管理の各業務（行政相談、舗装管理およ

び点検）における運用体制やニーズを把握するため、

道路管理者との意見交換を実施した。 

（２）試行試験 

試行試験は、プロトタイプを用いて道路管理者を被

験者として実施した。試行試験では、視線解析装置等

によりシステムの操作性や各機能の有効性・有用性を

評価した。 

4. 試行試験を通じた機能要件定義書の作成 

前項３．の評価結果を元にシステムの課題を整理し、

定義した機能要件を洗練し、機能要件定義書として取

りまとめた。 

 

［研究成果］ 

1. 道路管理者の意見の反映 

意見交換の結果を元に共通機能・個別機能（行政相

談支援機能、舗装管理支援機能、点検業務支援機能）

の機能要件の改良事項を整理し、各機能要件定義書を

洗練した。例えば、行政相談支援機能では、対応状況

（対応済み、未対応）や相談内容（除草、落下物等）

の状況を地図上で確認できるような機能を改良事項と

した（図-4）。 
 

2.視線解析装置等によるシステムの評価 

試行試験では、ビデオ撮影および視線解析装置によ

る目線の動きからシステムの操作手順を精査した（図

-5）。 

 
図-4 機能要件の改良事項の例（行政相談支援機能） 

 
図-5 目線の動きの解析結果例 

3．システムの機能要件定義書の作成 

道路管理者との意見交換や試行試験を通じて、洗練

した機能要件を下記の定義書に取りまとめた。 

・共通機能編 

 ・行政相談支援システム編 

 ・舗装管理支援システム編 

 ・点検業務支援編（案） 

 ・道路状況調査編（素案） 

 

［成果の活用］ 

今後は、国道事務所において長期間のシステム（プ

ロトタイプ）の試行運用を通じて、システムの実用化

に必要な改良事項を洗練していきたい。 
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A Study for information distribution of road using Road Section Identification Data set 

22 26  
 

         
Research Center for       Head   Koichi SHIGETAKA 
Land and Construction Management      

      Researcher  Ryuichi IMAI 
Maintenance Information Technology Division    

Guest Research Engineer Masayuki FUKADA 
   

Guest Research Engineer Susumu MATSUI 
 
   This study works on practical realization of "the Road Section Identification Data set (RSIDs)" of the 
location referencing method. This study redefined the rule of the RSIDs technique. And this study 
inspected conversion of various locations representation information by the RSIDs. 
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CCTV による蓄積データの利活用に関する基礎研究 
A study on utilization of stored CCTV video  

（研究期間 平成26～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター    情報研究官 金藤 康昭 
防災・メンテナンス基盤研究センター メンテナンス情報基盤研究室  室   長 重高 浩一          

 研 究 官    鳥海 大輔 
  研 究 官    谷口 寿俊 
  交流研究員    田嶋 聡司 
  交流研究員    今別府 邦昭 
［研究目的及び経緯］ 

CCTV 設備は、全国で約 22,000 台が整備され、施設の維持管理、災害時における事象の確認を中心に活用されてき

た。また、平成 23 年の東日本大震災を受け、災害発生時の映像記録の観点から画像蓄積装置が整備されるなど、CCTV
画像の活用に関する要求が高まっている。これまでにもCCTV 画像を用いた水位観測や道路での事象検知技術が開発さ

れてきたものの、現場条件の違いによるパラメータ設定や適用する画像処理方法が異なるなど、各現場に特化した技術

に留まっている。 
一方、近年のスマートフォンアプリや自動車の自動ブレーキ機能などにも見られるように画像処理を用いた技術は急

激に進化しており、経年変化の抽出、大規模災害発生時における被害エリアの抽出など、これまでに無いCCTV 画像の

活用が期待できる。 
本研究は、CCTV の蓄積画像を活用して、河川・道路管理の効率化、災害対応業務の高度化に資するため、蓄積画像

に関連するデータ管理、利活用のためのガイドラインを作成するものである。平成 26 年度は京浜河川事務所及び東京

国道事務所において、画像蓄積装置の活用に関するヒアリング調査を実施するとともに、カメラ仕様、画像蓄積装置及

びCCTV 設備の制御コマンド等の調査を実施し結果のとりまとめを行った。 
 
 
 

CIM の導入に向けた 3 次元データの利活用に関する調査 
Research on Utilization Three Dimensional Data for Introduction of CIM 

（研究期間 平成26～28年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター メンテナンス情報基盤研究室  室   長 重高 浩一 
                   主任研究官    青山 憲明 
               研 究 官    谷口 寿俊 
               交流研究員    藤田  玲 

［研究目的及び経緯］ 

国土交通省では、インフラの安全安心と建設生産性の向上を図るために、3 次元データを活用した建設生産システム

を構築し、公共調達の品質向上、コスト縮減、維持管理の高度化を達成することを目標として、Construction Information 
Modeling（以下、CIM という。）の導入普及に取り組んでいる。CIM は、調査・設計の段階から 3 次元モデルを作成し、

施工・維持管理へと流通・発展させ、各フェーズで利用することで建設生産プロセス全体の効率化、高度化を図るもの

である。 

平成26年度は、維持管理における CIM の利活用を念頭において、設計および施工段階における 3 次元モデルの詳細

度と 3 次元モデルに付与すべき属性情報を整理し、「設計、および施工段階におけるCIM モデル作成仕様（案）橋梁編、

樋門・樋管編」として取りまとめるとともに、道路の土工区間を対象として、3 次元モデルの利活用方策とその効果に

ついて調査し、土工区間の 3 次元モデルの詳細度、および属性情報を整理した。また、維持管理で必要な資料・情報等

を属性として橋梁、および樋門・樋管の 3 次元モデルに集約・統合したCIM モデルを構築し、維持管理情報の統合的な

管理と運用における CIM モデルの有効性や課題を確認するための現場試行を実施した。さらに、既設橋梁を簡易に 3
次元化するための国内外の技術を調査するとともに、写真だけで橋梁の空間的な構造を簡易に表現できるモデルとして、

パノラマウォークスルーのプロトタイプを構築し、その運用性や効果を確認した。 
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情報化施工による取得データの維持管理における利活用に関する調査 
Research on the use for maintenance which is acquired from Intelligent Construction 

（研究期間 平成24～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センターメンテナンス情報基盤研究室 室   長 重高 浩一 
               主任研究官    近藤 弘嗣 
               研 究 官    長山 真一 

［研究目的及び経緯］ 

 我が国は、急速な少子高齢化による本格的な人口減少社会を迎えつつあるが、こうした中で、社会経済に新しい可能性

を切り拓き、新たな活力を生み出し、持続的発展を実現することが重要な政策課題となっている。その実現手段の一つと

して、情報通信技術を建設施工に活用して高い生産性と施工品質を実現する情報化施工がある。 

本研究では、情報化施工で利用および取得したデータを後工程（維持・管理・修繕など）で利活用し、より高い効果

を得る方法の検討を行うものである。 
 平成 26 年度は、土留工・矢板工への工種拡大、データの利活用を目的として、土留・矢板工事における出来形計測

方法の検討を行った。その結果を踏まえて要領等の検討を行った。 

 

 

 

情報化施工に搭載するデータの効率的な構築及び取得データの利用に関する調査 
Research on the efficient data creation for Intelligent Construction and on the use of that data 

（研究期間 平成23～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センターメンテナンス情報基盤研究室 室   長 重高 浩一 
               主任研究官    近藤 弘嗣 
               研 究 官    長山 真一 

［研究目的及び経緯］ 

 我が国は、急速な少子高齢化による本格的な人口減少社会を迎えつつあるが、こうした中で、社会経済に新しい可能性

を切り拓き、新たな活力を生み出し、持続的発展を実現することが重要な政策課題となっている。その実現手段の一つと

して、情報通信技術を建設施工に活用して高い生産性と施工品質を実現する情報化施工がある。 

本研究では、情報化施工で用いるシステムに搭載する３次元設計データの効率的な作成方法および、情報化施工で取

得したデータを後工程（維持・管理など）で利活用し、より高い効果を得る方法の検討を行う。 
 平成 26 年度は、擁壁工、道路埋設物工への工種拡大、データの利活用を目的として、擁壁工における出来形計測方

法の検討や、小規模工事における 3 次元データの取得方法や管路工における計測手法の検証を行った。その結果を踏ま

えて要領等の検討を行った。 
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道路管理業務に資する道路基盤地図情報の整備に関する検討 
A study for providing method of the Fundamental Geospatial Data of Road for road administration 

（研究期間 平成25～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター メンテナンス情報基盤研究室  室   長 重高 浩一          

 研 究 官    今井 龍一 
  交流研究員    松井 晋 
  交流研究員    深田 雅之 
  交流研究員    木村 篤史 
［研究目的及び経緯］ 

道路管理の各業務は、行政相談、道路点検や舗装管理など多岐にわたる。各業務では様々な情報が扱われるが、その

情報の多くは地図と関連付けられる。道路基盤地図情報は、車道部など 30 種類の道路構造（地物）を図形で表現した

大縮尺(1/1,000 または 1/500)の道路地図であり、道路工事の完成図を用いて整備が進められている。しかし、全線の初

期整備の概成には時間を要するため、現在の直轄国道の道路基盤地図情報の整備状況は約 3 割である。多様な利用シー

ンへの展開には、道路網の概成の早期実現が求められる。 
この課題への解決に向けて、本研究室では、官民保有の既存資源を活用した道路基盤地図情報の整備・更新手法の確

立を目的とした官民共同研究を平成 25 年度から 2 カ年計画で実施した。平成 26 年度は、過年度に考案した整備・更新

手法に準じて道路基盤地図情報を試作し、試作地図を用いた道路管理者との意見交換を通じて有用性を評価し、整備・

更新に関わる要領（案）を取りまとめた。 
 
 
 

施工分野における３次元座標データの利活用に関する調査 
A study on the method of using three dimensions measurement value data at the construction field 

（研究期間 平成20～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センターメンテナンス情報基盤研究室 室   長 重高 浩一 
               主任研究官    近藤 弘嗣 
               研 究 官    長山 真一 

［研究目的及び経緯］ 

公共事業のコスト縮減および品質確保、熟練技術者不足などに対応する為、平成20年7月に「情報化施工推進戦略」

が策定され、これに基づき国土交通省は情報化施工を推進している。 

現在、国土交通省で積極的に取り組んでいる情報化施工技術の１つに、出来形管理が効率的に行える「TS（トータル

ステーション）を用いた出来形管理」がある。平成20年3月に河川土工・道路土工を対象とした出来形管理要領が策定

され、直轄工事で導入されているが、一層の普及に向け、工種の拡大、新しい計測機器の導入、取得したデータの他場

面での有効活用等について検討を進めてきた。 

平成 26 年度は、河川護岸工への工種拡大を目的として、TS を用いた出来形管理の護岸工に関して過年度までに整理

された計測方法および管理手法の現場適用性を検証した。その結果を踏まえて要領(案)等の検討を行った。 
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レーザプロファイラデータの有効活用方法に関する調査検討 
A study on effective utilization of laser profiler data 

（研究期間 平成24～26年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター メンテナンス情報基盤研究室 室   長 重高 浩一 
  主任研究官    近藤 弘嗣 
  研 究 官    今井 龍一 
  研 究 官    長山 真一 
  交流研究員    松井 晋 
［研究目的及び経緯］ 

本研究は、平常時・災害時における有用な河川事業のマネジメントツールの実現に向けて、レーザプロファイラデー

タ等の既存資産から 3 次元CAD データを自動生成する技術を開発し、災害時および平常時における 3 次元CAD データ

の活用技術を開発することを目的とする。 
 平成 24 年度は、レーザプロファイラデータ等の既存資産から 3 次元CAD データを自動生成する技術および同技術を

用いた情報化施工の支援技術を開発した。平成 25 年度は、河川定期横断測量の支援・補完策となる河川堤防の管理断

面および任意断面の横断図を自動生成する技術などを開発した。本年度は、情報化施工や河川管理の支援策として複数

のレーザ計測機から計測された点群座標データを用いた 3 次元CAD データの生成・活用技術および災害時における被

災状況把握の支援策として点群座標データの差分検出技術を開発した。 
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Research on risk management framework against excessive force and catastrophic multiple 
disasters 

24 26  
 

Road Traffic Department 
Research Coordinator for Road Disaster Prevention  Takaaki KUSAKABE 

Research Center for Land and Construction Head Kouji MATSUMOTO 
Management  
Disaster Prevention Division Senior Researcher Futoshi INAZAWA 

Sabo Department  Yoshiki NAGAI 
Research Coordinator for Sediment Disaster Prevention 

River Department Senior Researcher Akira YAMAMOTO 
Flood Disaster Prevention Division 

 
An important lesson learned from The Great East Japan Earthquake is that it is necessary to 

prepare for natural disasters of sizes previously not experienced nor forecast. In this study, we aim to 
clarify the occurrence and the impact of excessive and multiple natural disasters which were not 
sufficiently considered previously. And we developed techniques to build crisis management measures 
against such unforeseen disasters. 
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Study on tsunami wave forces acting on highway bridges 

 
24 26  

 

Research Center for Land and Construction Management Head         Koji MATSUMOTO 
Disaster Prevention Division

Senior Researcher  Shojiro KATAOKA 
    
  Senior Researcher Kazuhiro NAGAYA 
 

Damage to a large number of bridges by the 2011 Tohoku tsunami caused harmful effects on the 
disaster area. This study aims to investigate characteristics of tsunami action on highway bridges 
based on the experience from the Tohoku tsunami for formulation of design tsunami load. 
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Study on design earthquake motion for giant earthquakes 

 
23 26  

 

Research Center for Land and Construction Management Head Koji MATSUMOTO 
Disaster Prevention Division

 Senior Researcher Shojiro KATAOKA 
     
 Senior Researcher Kazuhiro NAGAYA 
    
 Researcher Tatsushi KAJIO 
 

Giant earthquakes resulting from the Nankai trough and long active faults are under growing 
apprehension. This study aims to investigate characteristics of ground motion during the giant 
earthquakes and propose Level 2 earthquake motions taking account of the characteristics. 
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Study on evaluation of roads operability after earthquakes 

24 26  
 

 
Research Center for Land and Construction Management 
Disaster Prevention Division    

Head Koji MATSUMOTO 
  

Senior Researcher Kazuhiro NAGAYA 
  

Researcher Tatsushi KAJIO 
 

In this study, the damage situation of the bridges was investigated on the 2011 off the Pacific coast of 
Tohoku earthquake. An automatic device to find damaged bridges was studied for early detection of 
traffic obstacle after an earthquake. 
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Research on road clearing and restoration 

Research Center for Land and Construction Management  Head         Koji MATSUMOTO 
Disaster Prevention Division

Senior Researcher Tadashi KANDA 

In this Research, the Author developed a method to choose routes along which Road 
manager should cut the way to disaster area at the first priority, and took it on trial in a model area. 
Each shortest course of activities is drown by GIS software one by one. And routes on which many 
shortest courses are piled up, take first priority at the time of a disaster. 

In this way, Road manager can plan preparing materials and equipment for disaster recovery 
and can prepare for disaster prevention effectively. 
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大規模災害に備えた効率的な事前対策に関する調査 
Study on efficient precautionary measures against large-scale disaster 

（研究期間 平成25～27年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 国土防災研究室 室   長 松本 幸司 
 主任研究官 稲沢 太志 

［研究目的及び経緯］ 

大規模地震発生時には、道路本体や道路附属物の被災のみならず、沿道建物の崩壊、放置車両等、多種多様な要因で

道路の通行に支障が発生する。また、大雪時にも、気象条件、地形条件、道路構造、車両性能等の各種要因の組み合わ

せにより通行支障が発生する。これらの大規模災害に備え、通行支障要因を漏れなく把握し、統一的に評価し、適切な

事前対策を行うことが必要である。 
26 年度は、大雪による通行支障要因の抽出と整理を行い、路線の交通機能を確保するために必要な災害対応行動手順

（タイムライン）案を作成した。 
 
 
 

大規模津波に対して減災を実現する道路管理に関する調査 
Study on road management aiming for disaster mitigation against large-scale tsunami 

（研究期間 平成25～27年度） 

防災・メンテナンス基盤研究センター 国土防災研究室  室   長 松本 幸司 

 主任研究官 片岡 正次郎 
 主任研究官 長屋 和宏 
 

［研究目的及び経緯］ 

 国土交通省では、防災に関してとるべき措置及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項を定め、防災対策の総合

的かつ計画的な推進を図り、もって民生の安定、国土の保全、社会秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的

として｢防災業務計画｣を定めており、また、各現場では、所掌事務について適切に災害対応をするためのマニュアルや

手引きなどを整備している。ここで、津波を想定した道路管理では、最大規模の津波を想定した対応となっており、津

波の規模、到達時間などに応じたマニュアルとはなっていない。本研究では、津波の規模、到達時間に応じた危機管理

レベルの策定を目的とした調査を行い、大規模津波に対して減災を実現する道路管理マニュアル作成例の提案を行う。 

 26 年度は、既往地震の道路施設管理者の対応事例を整理するとともに南海トラフ巨大地震および津波災害を想定した

問題点の整理を行い、道路管理者が大規模津波を想定した対応マニュアルを作成するための参考集のとりまとめを行っ

た。 
 

実測記録に基づく堤防耐震性評価手法の高度化に関する調査  
Study on advanced evaluation methods for seismic performance of a levee using earthquake records 

（研究期間 平成23～26年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 国土防災研究室  室 長 松本 幸司 

 主任研究官    片岡 正次郎 

 研 究 官    梶尾 辰史 

［研究目的及び経緯］ 

国土交通省では、レベル２地震動を対象とした河川堤防の耐震点検・耐震対策を順次進めているところである。しか

しながら、耐震対策の効果をより精度良く評価できる動的解析については、縮小模型を用いた室内実験レベルの検証が

実施されているものの、実構造物規模での検証はなされていない。本研究は、観測施設周辺の詳細な地質調査を実施し、

堤防で実測された地震観測記録を活用して実構造物規模での動的解析の検証を行うことを目的としている。 

平成26年度は、現地で採取した凍結サンプリング試料の物理試験、力学試験から得られた土質データ、東北地方太平

洋沖地震等における小塚地区（旧北上川6.5km付近 左岸）での実測強震記録（加速度時刻歴波形）を用いて、河川堤

防の2次元静的解析・動的解析を実施し、堤防の地震時沈下量等の再現性を確認した。また、その結果を基に、解析結

果に対する各種パラメータの影響度合いを分析し、動的解析手法の適用性や各種パラメータの設定方法の留意点等につ

いてとりまとめた。 
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河川施設における強震計点検調査  
Observation of strong ground motion at river facilities 

（研究期間 昭和60年度～） 

防災・メンテナンス基盤研究センター 国土防災研究室  室   長 松本 幸司 

 主任研究官 片岡 正次郎 
 主任研究官 長屋 和宏 

 研 究 官    梶尾 辰史 

［研究目的及び経緯］ 

国土交通省では、公共土木施設の耐震設計技術の向上などを目的とし、全国の堤防、堰などの河川構造物等において

強震観測を行ってきており、これまでに実際に発生した地震にて多くの観測記録が得られている。これらの観測記録は

河川構造物の耐震性能照査指針などをはじめとした各種設計基準に反映され、構造物の耐震設計技術の向上に寄与する

とともに、ホームページなどを通じて情報提供がなされてきた。 

平成26年度についても、これまでと同様に強震観測を継続・維持していくために、強震観測施設の点検を行い、必要

に応じて補修を行い、観測された強震記録の整理、蓄積を行った。 

 

 

 

特殊堤の耐震性に関する実態調査および耐震補強工法に関する検討  
Study on seismic performance and seismic retrofitting method for special levees 

（研究期間 平成23～26年度） 

 防災・メンテナンス基盤研究センター 国土防災研究室  室 長   松本 幸司 

 主任研究官 片岡 正次郎 
 研 究 官    梶尾 辰史 

［研究目的及び経緯］ 

河川堤防は、土堤であることを原則とする中で、堤防周辺の立地条件の制約により、コンクリート構造や鋼矢板によ

る特殊堤を設置する場合がある。また、増改築が繰り返され複雑な構造形式となっている特殊堤も存在し、その形式に

応じた様々な設計手法が用いられている。本研究では、特殊堤の耐震性評価手法の高度化や、耐震性能が不足する場合

の具体的な対策方法の提案を目指し、特殊堤の現状や既往地震の被災状況調査、構造物条件等を踏まえた被災要因分析、

動的遠心力載荷試験装置を用いた模型実験を行い、耐震性能評価や対策効果検証を実施する。 

平成26年度は、過年度の被災事例整理結果や実験結果を基に、動的遠心載荷試験装置による模型実験を実施し、耐震

対策の効果を検証した。また、再現解析値と実験値を比較し、地盤変形の再現性を確認するとともに、現行設計値と実

験値を分析することで耐震設計手法の改善点等についてとりまとめた。 
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